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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期 

第３四半期 
連結累計期間

第34期 
第３四半期 
連結累計期間

第33期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 203,314 219,919 297,748 

経常利益 (百万円) 14,659 14,866 24,954 

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,508 8,416 13,327 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 7,682 8,756 13,575 

純資産額 (百万円) 152,930 156,493 158,823 

総資産額 (百万円) 231,333 247,268 252,701 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 121.91 140.90 217.08 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 65.9 63.1 62.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,075 1,000 21,252 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,892 △3,072 △2,785 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,307 △10,982 △8,914 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 66,200 64,814 77,852 

回次
第33期 

第３四半期 
連結会計期間

第34期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 42.37 48.23 
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当社グループは、当社、当社の親会社、子会社11社及び持分法適用関連会社５社により構成されてお

り、コンピュータ・ネットワークシステムの販売・保守、ソフトウェア受託開発、データセンターサー

ビス、サポート等を行っております。 

 当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

 なお、当社は平成24年７月16日付でNetband Consulting Co., Ltd.の発行済株式の45.0％を取得し、

持分法適用関連会社(その他セグメント)にしております。 

また、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分方法を変更しております。詳細は、「第４

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「Ⅱ 当第

３四半期連結累計期間 ２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす

可能性のあるリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要などを背景に緩やかな景気回復の動きが

見られたものの、世界経済の減速や近隣諸国との関係悪化などの影響により、引き続き先行き不透明な

状況で推移いたしました。 

情報サービス産業においては、企業のIT投資に対する慎重な姿勢は継続した反面、基幹系システムや

生産管理システムの再構築需要が堅調だったほか、モバイル通信の高速化やスマートデバイス普及に伴

う通信設備投資が積極的に行われるなど、受注環境は引き続き改善基調で推移いたしました。 

このような状況下、当社グループにおきましては、収益拡大に向けたインフラ基盤ビジネス及びクラ

ウドビジネスの強化や、中長期成長を実現する戦略投資の実行を重点施策として取り組んでまいりまし

た。具体的には、運輸・金融・製造を始めとする幅広い業種向けに、サーバやストレージの仮想化技術

を用いたインフラ共通基盤の構築に向けた取り組みを推進したほか、クラウドサービス分野では、ITイ

ンフラ環境をサービス化し、システム運用・管理サービスと合わせて一括提供する「cloudage

ElasticCUVIC（クラウデージ・エラスティック・キュービック）」の販売を新たに開始いたしました。

また、平成23年４月のシンガポール支店設立に続いて、平成24年７月よりタイのIT企業Netband

Consulting Co., Ltd.との合弁事業を開始し、今後の成長が期待される東南アジア地域での事業展開を

強化するなど、先行投資を実行いたしました。 

営業活動においては、通信分野でのモバイル通信の高速化やスマートデバイス普及によるネットワー

ク設備増強案件や、接続管理システム構築案件を推進したほか、運輸分野では郵便会社向けインフラ構

築案件などに注力いたしました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、開発ビジネス及びサービスビジネスは概ね前年と

同水準となったものの、製品ビジネスが増加し、売上高は219,919百万円（前年同期比8.2％増）となり

ました。利益面では、売上総利益率の低下や人件費の増加があったものの、増収に伴う売上総利益の増

加により、営業利益は14,715百万円（同1.3％増）、経常利益は14,866百万円（同1.4％増）、四半期純

利益は8,416百万円（同12.1％増）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 4 ―



  
セグメント別の業績は次のとおりであります。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分方法を変更しているため、当第３四半

期連結累計期間の比較・分析は変更後の区分方法に基づいております。 

①情報通信事業 

携帯キャリア向けの設備増強案件や、郵便会社向けインフラ構築案件が伸長し、売上高は

96,731百万円（前年同期比26.8％増）、営業利益は10,513百万円（同20.1％増）となりました。 

②金融事業 

カード会社向け案件等が減少し、売上高は16,799百万円（同10.3％減）となりましたが、売上

総利益率の改善等により、営業利益は1,674百万円（同62.3％増）となりました。 

③エンタープライズ事業 

売上高は概ね前年並みの66,642百万円（同0.1％増）となりましたが、販売費及び一般管理費

の増加により、営業利益は1,720百万円（同29.6％減）となりました。 

④流通事業 

商社向け案件等が減少し、売上高は28,787百万円（同2.0％減）となりました。営業利益は、

売上総利益率の低下や販売費及び一般管理費の増加により、1,850百万円（同38.8％減）となり

ました。 

⑤クラウドプラットフォーム事業 

当セグメントは、データセンターを含むクラウド関連ビジネスを全社横断的に提供しており、

売上高は20,560百万円（同4.7％増）、営業利益は1,255百万円（同0.1％増）となりました。 

⑥保守・運用サービス事業 

当セグメントは、保守・運用を中心としたサービスビジネスを全社横断的に提供しており、売

上高は21,728百万円（同6.1％増）、営業利益は7,766百万円（同4.5％減）となりました。 

⑦その他 

売上高は8,266百万円（同0.5％減）、営業損失は230百万円（前年同期は263百万円の営業利

益）となりました。 
  

 （注）上記セグメントの売上高及び営業利益は、セグメント間の内部売上高等を含めて表示しております。 
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて5,433百万円減少し、

247,268百万円となりました。これは、主に商品が9,047百万円、前払費用が8,951百万円増加したもの

の、受取手形及び売掛金が13,132百万円、有価証券が11,999百万円減少したことによるものでありま

す。 

負債は、前連結会計年度末に比べて3,103百万円減少し、90,775百万円となりました。これは、主に

前受収益が3,408百万円増加したものの、未払法人税等が7,059百万円減少したことによるものでありま

す。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて2,330百万円減少し、156,493百万円となりました。これは、主

に四半期純利益による増加が8,416百万円あったものの、自己株式の取得による減少が5,000百万円、配

当金の支払による減少が6,015百万円あったことによるものであります。  

  
(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ13,037百万円減少し、64,814百万円となりました。 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は、次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は1,000百万円となりました。これは、たな卸資産の増減額により

12,781百万円、法人税等の支払により10,924百万円、仕入債務の増減額により5,011百万円の資金使

用があったものの、税金等調整前四半期純利益が14,541百万円、売上債権の増減額による資金回収が

13,140百万円、減価償却費が4,445百万円あったこと等によるものであります。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、たな卸資産の増減額による資金使用が4,717百万円、法

人税等の支払による資金使用が1,346百万円増加したこと等により、得られた資金は7,074百万円減少

しております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は3,072百万円となりました。これは、預け金の増減額による収入

で144百万円の資金回収があったものの、有形固定資産の取得で1,908百万円、無形固定資産の取得で

1,139百万円、投資有価証券の取得で160百万円の資金使用があったこと等によるものであります。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、預け金の増減額による収入が533百万円減少し、有形固

定資産の取得による支出が410百万円、投資有価証券の取得による支出が159百万円増加したこと等に

より、使用した資金は1,179百万円増加しております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は10,982百万円となりました。これは、セール・アンド・リースバ

ックによる収入が1,586百万円あったものの、配当金の支払が6,019百万円、自己株式の取得による支

出が5,002百万円、ファイナンス・リース債務の返済が1,475百万円あったこと等によるものでありま

す。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、ファイナンス・リース債務の返済による支出が951百万

円減少したものの、セール・アンド・リースバックによる収入が3,160百万円減少したこと等によ

り、使用した資金は2,675百万円増加しております。 

  
(4) 研究開発活動 

当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、183百万円(情報通信事業125百

万円、その他57百万円)であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 246,000,000 

計 246,000,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,500,000 62,500,000 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株であり
ます。 

計 62,500,000 62,500,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年10月１日～ 
平成24年12月31日 

― 62,500 ― 21,763 ― 33,076 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。 

  また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式89株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

   平成24年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  2,996,400 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 59,437,500 594,375 ― 

単元未満株式 普通株式   66,100 ―
１単元(100株)未満の株
式 

発行済株式総数 62,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 594,375 ―

  平成24年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠テクノソリュー 
ションズ㈱ 

東京都千代田区霞が関 
３－２－５ 

2,996,400 ― 2,996,400 4.79 

計 ― 2,996,400 ― 2,996,400 4.79 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

― 9 ―



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 32,855 26,594

受取手形及び売掛金 60,203 47,070

有価証券 44,996 32,997

商品 11,708 20,756

仕掛品 5,224 9,029

保守用部材 6,742 6,671

前払費用 14,649 23,600

その他 23,774 27,322

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 200,148 194,037

固定資産   

有形固定資産 28,824 29,683

無形固定資産 7,706 6,921

投資その他の資産   

その他 16,095 16,696

貸倒引当金 △73 △70

投資その他の資産合計 16,022 16,625

固定資産合計 52,553 53,230

資産合計 252,701 247,268

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 24,174 19,160

未払法人税等 8,274 1,215

前受収益 17,518 20,927

賞与引当金 7,300 3,934

受注損失引当金 934 662

アフターコスト引当金 354 373

その他 19,359 28,130

流動負債合計 77,917 74,403

固定負債   

退職給付引当金 535 536

資産除去債務 1,239 1,273

その他 14,186 14,561

固定負債合計 15,961 16,371

負債合計 93,878 90,775
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,763 21,763

資本剰余金 33,076 33,076

利益剰余金 108,496 110,897

自己株式 △5,370 △10,370

株主資本合計 157,966 155,367

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 448 606

繰延ヘッジ損益 △30 16

為替換算調整勘定 △20 5

その他の包括利益累計額合計 397 627

少数株主持分 459 498

純資産合計 158,823 156,493

負債純資産合計 252,701 247,268
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 203,314 219,919

売上原価 148,786 163,359

売上総利益 54,527 56,560

販売費及び一般管理費 40,006 41,844

営業利益 14,521 14,715

営業外収益   

受取利息 43 38

受取配当金 51 62

持分法による投資利益 83 12

その他 202 233

営業外収益合計 380 347

営業外費用   

支払利息 156 124

投資事業組合運用損 33 19

その他 53 51

営業外費用合計 242 196

経常利益 14,659 14,866

特別利益   

投資有価証券売却益 66 18

特別利益合計 66 18

特別損失   

固定資産除却損 138 57

減損損失 100 122

投資有価証券売却損 9 －

投資有価証券評価損 30 －

会員権売却損 10 －

会員権評価損 26 －

損害賠償金 － 25

訴訟関連損失 － 138

特別損失合計 314 344

税金等調整前四半期純利益 14,410 14,541

法人税、住民税及び事業税 4,518 4,007

法人税等調整額 2,274 2,007

法人税等合計 6,792 6,015

少数株主損益調整前四半期純利益 7,618 8,526

少数株主利益 109 109

四半期純利益 7,508 8,416
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 7,618 8,526

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 71 157

繰延ヘッジ損益 3 46

為替換算調整勘定 △7 21

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 4

その他の包括利益合計 64 230

四半期包括利益 7,682 8,756

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,572 8,646

少数株主に係る四半期包括利益 109 109
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 14,410 14,541

減価償却費 5,581 4,445

減損損失 100 122

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,482 △3,366

受注損失引当金の増減額（△は減少） 212 △272

アフターコスト引当金の増減額（△は減少） △60 19

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56 1

受取利息及び受取配当金 △94 △101

支払利息 156 124

持分法による投資損益（△は益） △83 △12

投資事業組合運用損益（△は益） 33 19

投資有価証券売却損益（△は益） △57 △18

固定資産除却損 138 57

投資有価証券評価損益（△は益） 30 －

会員権評価損 26 －

売上債権の増減額（△は増加） 14,343 13,140

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,064 △12,781

仕入債務の増減額（△は減少） △5,433 △5,011

未払消費税等の増減額（△は減少） △236 △1,280

その他 △876 2,284

小計 17,680 11,908

利息及び配当金の受取額 129 141

利息の支払額 △156 △124

法人税等の支払額 △9,577 △10,924

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,075 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 106 －

有形固定資産の取得による支出 △1,497 △1,908

有形固定資産の除却による支出 △128 △142

有形固定資産の売却による収入 6 5

無形固定資産の取得による支出 △1,262 △1,139

投資有価証券の取得による支出 △1 △160

投資有価証券の売却による収入 135 125

投資事業組合からの分配による収入 67 0

預け金の純増減額（△は増加） 678 144

その他 2 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,892 △3,072
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △5,003 △5,002

セール・アンド・リースバックによる収入 4,746 1,586

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,426 △1,475

配当金の支払額 △5,547 △6,019

少数株主への配当金の支払額 △76 △71

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,307 △10,982

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,137 △13,037

現金及び現金同等物の期首残高 68,337 77,852

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  66,200 ※  64,814
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【会計方針の変更等】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

Netband Consulting Co., Ltd.の株式を平成24年７月16日付で取得したことにより、第２四半期連結会計期

間から同社を持分法適用の範囲に含めております。 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更) 

在外子会社等の収益及び費用の換算方法については、従来、当該在外子会社等の決算日の直物為替相場により

円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変

更しております。この変更は、グローバル展開を推進する中、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の換

算について、連結会計年度の為替相場の変動を連結財務諸表へ適正に反映させ、より実態に即した企業状況を表

示するために行ったものであります。 

当該会計方針の変更は遡及適用しております。なお、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度における

当該遡及適用による影響は軽微であります。 

 
(減価償却方法の変更) 

当社及び国内連結子会社は、「データセンター事業以外の有形固定資産」の減価償却方法について、従来、定

率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定額法へ変更しております。この変更は、クラウ

ドビジネス等サービス提供型ビジネスが拡大してきたことに伴い、「データセンター事業以外の有形固定資産

(主にクラウドビジネス用資産)」の重要性が高まったことを契機に、当該資産の使用実態を踏まえ、定額法に変

更することが適切であると判断したことによるものであります。 

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ387百万円増加しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 保証債務 

従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

従業員 191百万円（48名） 166百万円（47名） 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

現金及び預金勘定 24,203百万円 26,594百万円 

取得日から概ね３ヶ月以内に 
償還期限の到来する有価証券 

41,996  〃 32,997  〃 

預入期間が３ヶ月以内の預け金 ―  〃 5,222  〃 

現金及び現金同等物 66,200  〃 64,814  〃 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

(単位：百万円) 

 
(注)  平成23年８月８日付で自己株式 2,000,000株を消却しております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 2,806 45.00 平成23年３月31日 平成23年６月23日 利益剰余金

平成23年10月28日 
取締役会 

普通株式 2,735 45.00 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 21,763 33,076 106,729 △6,387 155,181 

当第３四半期連結会計期間末まで
の変動額 

  

 剰余金の配当  △5,541 △5,541 

 四半期純利益  7,508 7,508 

 自己株式の取得  △5,000 △5,000 

 自己株式の消却 (注)  △6,018 6,018 ― 

当第３四半期連結会計期間末まで
の変動額合計 

― ― △4,051 1,017 △3,033 

当第３四半期連結会計期間末残高 21,763 33,076 102,678 △5,370 152,147 
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

(単位：百万円) 

 
  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 3,039 50.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

平成24年10月30日 
取締役会 

普通株式 2,975 50.00 平成24年９月30日 平成24年12月７日 利益剰余金

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 21,763 33,076 108,496 △5,370 157,966 

当第３四半期連結会計期間末まで
の変動額 

  

 剰余金の配当  △6,015 △6,015 

 四半期純利益  8,416 8,416 

 自己株式の取得  △5,000 △5,000 

 自己株式の処分  0 0 0 

当第３四半期連結会計期間末まで
の変動額合計 

― 0 2,401 △5,000 △2,598 

当第３四半期連結会計期間末残高 21,763 33,076 110,897 △10,370 155,367 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、科学事業等が含まれておりま

す。 

２．セグメント利益の調整額△10,378百万円には、主に全社費用△11,493百万円、セグメント間取引消去1,097

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用でありま

す。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

        (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
(注３)

情報 
通信 
事業

金融 
事業

エンタ
ープラ
イズ 
事業

流通 
事業

クラウ
ドプラ
ットフ
ォーム
事業

保守・
運用 
サービ
ス事業

計

売上高            

  外部顧客への 
 売上高 

75,961 18,663 66,035 29,279 5,176 2,230 197,348 5,966 203,314 ― 203,314

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

321 55 511 98 14,466 18,253 33,707 2,344 36,052 △36,052 ―

計 76,283 18,718 66,547 29,378 19,643 20,484 231,055 8,310 239,366 △36,052 203,314

セグメント利益 8,753 1,032 2,442 3,024 1,254 8,129 24,636 263 24,899 △10,378 14,521
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、科学事業等が含まれておりま

す。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△9,835百万円には、主に全社費用△10,848百万円、セグメント間取

引消去983百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費

用であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

(1)報告セグメントの区分変更 

平成24年４月１日付の組織変更に伴い、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分方法を従

来の「ソリューションビジネスセグメント」及び「サービスビジネスセグメント」の２セグメントから、

「情報通信事業」、「金融事業」、「エンタープライズ事業」、「流通事業」、「クラウドプラットフォ

ーム事業」及び「保守・運用サービス事業」の６セグメントへ変更しております。 

「情報通信事業」、「金融事業」、「エンタープライズ事業」及び「流通事業」は、顧客ニーズに応じ

適な対応を可能とする組織として区分されており、いずれの報告セグメントもコンサルティングからシ

ステム設計・構築、保守・運用サービスまでの総合的な提案・販売活動を展開しております。 

また、「クラウドプラットフォーム事業」及び「保守・運用サービス事業」はそれぞれITインフラアウ

トソーシング、保守・運用を中心としたサービスビジネスにおいて、前述の４つの報告セグメントとの共

同提案や調達の役割を担っております。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したもの

を記載しております。 

  

        (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
(注３)

情報 
通信 
事業

金融 
事業

エンタ
ープラ
イズ 
事業

流通 
事業

クラウ
ドプラ
ットフ
ォーム
事業

保守・
運用 
サービ
ス事業

計

売上高            

  外部顧客への 
 売上高 

96,233 16,724 66,053 28,539 5,213 2,215 214,980 4,939 219,919 ― 219,919

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

498 74 588 247 15,346 19,512 36,268 3,327 39,595 △39,595 ―

計 96,731 16,799 66,642 28,787 20,560 21,728 251,248 8,266 259,514 △39,595 219,919

セグメント利益又
は損失(△) 

10,513 1,674 1,720 1,850 1,255 7,766 24,781 △230 24,551 △9,835 14,715
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(2)事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更  

① 「会計方針の変更等 (在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更)」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より在外子会社等の収益及び費用の換算方法について、決算日の直物為替相場により円

貨に換算する方法から期中平均為替相場により円貨に換算する方法へ変更したことに伴い、事業セグメ

ントの利益又は損失の算定方法についても同様に変更しております。 

当該算定方法の変更は遡及適用しております。なお、前第３四半期連結累計期間における当該遡及適

用による影響は軽微であります。 

② 「会計方針の変更等 (減価償却方法の変更)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「デー

タセンター事業以外の有形固定資産」の減価償却方法について、定率法から定額法へ変更したことに伴

い、事業セグメントの利益又は損失の算定方法についても同様に変更しております。 

当該算定方法の変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が

「情報通信事業」で55百万円、「金融事業」で0百万円、「エンタープライズ事業」で6百万円、「流通

事業」で25百万円、「クラウドプラットフォーム事業」で7百万円、「保守・運用サービス事業」で66

百万円、それぞれ増加しており、セグメント損失が「その他」で7百万円、「調整額」で218百万円、そ

れぞれ減少しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

第34期（平成24年４月１日～平成25年３月31日）中間配当に関し、平成24年10月30日開催の当社取締役

会において、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。  

イ 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,975百万円 

ロ １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50円00銭 

ハ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・平成24年12月７日 

(注) 平成24年９月30日現在の株主名簿に記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、支払いを行っ

ております。 

  

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 121円91銭 140円90銭 

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(百万円) 7,508 8,416 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 7,508 8,416 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 61,592 59,733 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２５年２月４日

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間(平成２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで)及び第３四半期連結

累計期間(平成２４年４月１日から平成２４年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社及

び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期

間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。 

  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    宮    坂    泰    行    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    惣    田    一    弘    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年２月８日 

【会社名】 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

【英訳名】 ITOCHU Techno-Solutions Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  菊地 哲 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役兼専務執行役員  池田 修二 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

【縦覧に供する場所】 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 大阪支店 

 (大阪市北区梅田三丁目１番３号) 

 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 名古屋支店 

 (名古屋市中区錦一丁目５番11号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長菊地哲及び取締役兼専務執行役員池田修二は、当社の第34期第３四半期(自平成24

年10月１日至平成24年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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